
0000347974案件番号：

国土交通大臣　　殿

社会資本総合整備計画の変更について

府 港 第 4 2 4 5 号

令 和 0 3 年 1 1 月 2 5 日

                                                      大阪府知事

整備計画について、別添のとおり変更するので提出する。

      府港第2367号   令和03年01月28日 で提出した、社会資本総合付け



　社会資本総合整備計画 防災・安全交付金             令和03年11月25日

計画の名称 南海トラフ地震・大型台風をはじめとした総合的な津波・高潮・老朽化対策の推進（第２期）（防災・安全）緊急対策

計画の期間   平成３０年度 ～   令和０４年度 (5年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 大阪府,大阪市,堺市,忠岡町,岸和田市,貝塚市

計画の目標 近い将来に発生が予測されている南海トラフ地震や、強大化傾向にある台風など、昨今我が国を取り巻く自然災害の発生リスクが高まっている状況にある。

大阪湾沿岸部には、広大な海抜ゼロメートル地帯に人口・資産や高度な都市機能が集積しており、津波等によりひとたび浸水が発生すると、

甚大な人的・物的被害が発生し、我が国全体の国民生活、経済活動に極めて深刻な影響が生じる恐れがある。

なかでも本計画では、喫緊の課題である南海トラフ地震対策を主として、防潮堤の耐震、耐波、高潮対策等を総合的に実施する。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）              41,816  Ａ              41,790  Ｂ                   0  Ｃ                  26  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）      0.06 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

H30当初 R2末 R4末

   1 【大阪市港湾】大阪市地域防災計画に基づき、南海トラフ巨大地震により止水機能の喪失が想定される防潮堤について、所定の機能を発揮できるように耐震改修を実施し、対策達成率を27%から63%に増加させる。

防潮堤の耐震改修 27% 58% 63%

耐震改修により所定の機能を確保した施設延長／耐震化が必要となる施設延長

   2 【大阪市港湾】大阪市地域防災計画に基づき、南海トラフ巨大地震により止水機能の喪失が想定される防潮堤について、所定の機能を発揮できるように破堤防止対策を実施し、対策達成率を12%から80%に増加させる。

防潮堤の破堤防止対策 12% 56% 80%

破堤防止対策により所定の機能を確保した施設延長／耐震化が必要となる施設延長

   3 【大阪府港湾】大阪府地域防災計画に基づき、南海トラフ巨大地震により止水機能の喪失が想定される防潮堤について、所定の機能を発揮できるように耐震改修を実施し、対策達成率を0%から100%に増加させる。

防潮堤の耐震改修 0% 100% 100%

耐震改修により所定の機能を確保した施設延長／耐震化が必要となる施設延長

   4 【大阪府港湾】大阪府地域防災計画に基づき、南海トラフ巨大地震により止水機能の喪失が想定される水門、樋門等について、所定の機能を発揮できるように機能高度化を実施し、対策達成率を0%から85%に増加させる。

機能高度化実施施設数 0% 72% 85%

機能高度化を実施した施設数／機能高度化が必要となる施設数

   5 【大阪市河川】大阪市地域防災計画に基づき、河川施設の耐震化、老朽化対策、長寿命化対策の取組、事前防災・減災の考え方に立った対策を図り、市民の命と暮らしを守るインフラを再構築する。

河川施設の耐震補強 26% % 96%

耐震補強により所定の機能を確保した施設延長／耐震化が必要となる施設延長

   6 【大阪市河川】大阪市地域防災計画に基づき、河川施設の耐震化、老朽化対策、長寿命化対策の取組、事前防災・減災の考え方に立った対策を図り、市民の命と暮らしを守るインフラを再構築する。

河川施設の長寿命化対策 1% % 2%

河川施設長寿命化計画に基づき、必要な長寿命化対策を実施した河川施設の進捗率(対策を実施した対象施設のLCC／長寿命化計画に基づく対象施設のLCC)

1 案件番号： 0000347974



番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

H30当初 R2末 R4末

   7 【大阪府河川】南海トラフ巨大地震後に防潮堤の機能が損なわれ、L1津波により浸水被害が発生するおそれのある箇所の防潮堤耐震補強を実施する。

防潮堤の耐震補強済み延長 0km km 6km

耐震補強を実施した延長／耐震補強が必要となる延長

   8 【大阪府河川】南海トラフ巨大地震に対して、対策が必要な水門の新設・耐震補強・改修を実施する。

水門の新設・耐震補強・改修 0箇所 箇所 8箇所

新設・耐震補強・改修を実施した数／新設・耐震補強・改修が必要となる数

備考等 個別施設計画を含む 〇 国土強靱化を含む 〇 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

2 案件番号： 0000347974



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H30 H31 R02 R03 R04 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

河川事業 A03-001 河川 一般 大阪府 直接 大阪府 地震高

潮（２

）

－ 西大阪地区　地震・高潮

対策河川事業（津波・高

潮対策）

安治川、尻無川、木津川、六

軒家川、大川、正蓮寺川　防

潮堤耐震補強、水門新設・耐

震補強・改修

大阪市  ■  ■  ■  ■      15,500 －

A03-002 河川 一般 大阪府 直接 大阪府 地震高

潮（２

）

－ 大阪地区　地震・高潮対

策河川事業（津波・高潮

対策）

神崎川、西島川、寝屋川　防

潮堤耐震補強、水門耐震補強

・改修

大阪市  ■  ■  ■  ■         800 －

A03-003 河川 一般 大阪府 直接 大阪府 地震高

潮（２

）

－ 泉州地区　地震・高潮対

策河川事業（津波・高潮

対策）

芦田川、王子川、佐野川　防

潮堤耐震補強、水門耐震補強

・改修

高石市、泉大津

市、泉佐野市

 ■  ■  ■  ■         700 －

A03-004 河川 一般 大阪市 直接 大阪市 地震高

潮（２

）

－ 西大阪地区地震・高潮対

策河川事業（耐震対策）

（道頓堀川）

護岸、設計（L=1,550m） 大阪市  ■  ■  ■  ■       8,770 －

水管理・国土保全局

A03-005 河川 一般 大阪市 直接 大阪市 特構（

1）

－ 特定構造物改築事業（住

吉川水門）

延命化措置 大阪市  ■  ■  ■  ■          28 策定済

水管理・国土保全局

1 案件番号： 0000347974



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H30 H31 R02 R03 R04 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

河川事業 A03-006 河川 一般 大阪市 直接 大阪市 特構（

1）

－ 特定構造物改築事業（道

頓堀川水門）

延命化措置 大阪市  ■  ■  ■  ■         158 策定済

水管理・国土保全局

A03-007 河川 一般 大阪市 直接 大阪市 特構（

1）

－ 特定構造物改築事業（東

横堀川水門）

延命化措置 大阪市  ■  ■  ■  ■         256 策定済

水管理・国土保全局

A03-008 河川 一般 大阪市 直接 大阪市 特構（

1）

－ 特定構造物改築事業（城

北大川口水門）

延命化措置 大阪市  ■  ■  ■  ■           9 策定済

水管理・国土保全局

 小計      26,221

海岸事業 A09-009 海岸 一般 大阪府 直接 大阪府 津高 水国 泉州海岸津波・高潮危機

管理対策緊急事業

擁壁（補強）　Ｌ＝2,470m、

非常電源対策等 Ｎ＝4基、遠

隔監視化対策等 N＝6基

堺市、高石市、

泉大津市、岸和

田市、貝塚市、

阪南市

 ■  ■  ■  ■  ■         816 －

A09-010 海岸 一般 大阪府 直接 大阪府 津高 港湾 阪南港海岸外津波・高潮

危機管理対策緊急事業

擁壁（補強）L=185m、非常電

源対策等N=24基、遠隔監視化

対策等N=15基、水門電気設備

改良N=1基

忠岡町、岸和田

市、貝塚市、阪

南市、岬町

 ■  ■  ■  ■  ■         504 －

2 案件番号： 0000347974



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H30 H31 R02 R03 R04 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

海岸事業 A09-011 海岸 一般 大阪府 直接 大阪府 津高 港湾 堺泉北港海岸外津波・高

潮危機管理対策緊急事業

擁壁（補強）L=1680m、観測

施設整備N=3基

堺市、泉大津市

、岬町

 ■  ■         192 －

A09-012 海岸 一般 大阪府 直接 大阪府 津高 港湾 堺泉北港海岸外津波・高

潮危機管理対策緊急事業

海岸保全基本計画の変更 堺,泉大津,忠岡

,岸和田,貝塚,

泉佐野,阪南,岬

 ■  ■          26 －

A09-013 海岸 一般 大阪府 直接 大阪府 津高 水国 泉州海岸津波・高潮危機

管理対策緊急事業

海岸保全基本計画の変更 堺,高石,泉大津

,岸和田,貝塚,

阪南,岬　外

 ■  ■          24 －

A09-014 海岸 一般 大阪市 直接 大阪市 高潮 港湾 大阪港海岸高潮対策事業 堤防補強　L＝2,800m 大阪市  ■  ■  ■  ■  ■      10,000 －

A09-015 海岸 一般 大阪市 直接 大阪市 津高 港湾 大阪港海岸津波・高潮危

機管理対策緊急事業

破堤防止　L=1,700m 大阪市  ■  ■  ■  ■  ■       4,000 －

A09-016 海岸 一般 大阪市 直接 大阪市 津高 港湾 大阪港海岸津波・高潮危

機管理対策緊急事業

海岸保全基本計画の変更 大阪市  ■           7 －

3 案件番号： 0000347974



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H30 H31 R02 R03 R04 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

 小計      15,569

合計      41,790

4 案件番号： 0000347974



C 効果促進事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H30 H31 R02 R03 R04 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

海岸事業 C09-001 海岸 一般 堺市 直接 堺市 － － 避難行動支援事業 ハザードマップ作成等支援 堺市  ■          10 －

基幹事業(A09-011,A09-012)の施設整備と併せて高潮浸水想定区域等を表示したハザードマップ作成等支援を行うことにより、ソフト・ハード一体となった総合的な高潮対策を推進

C09-002 海岸 一般 忠岡町 直接 忠岡町 － － 避難行動支援事業 ハザードマップ作成等支援 忠岡町  ■           6 －

基幹事業(A09-011,A09-012)の施設整備と併せて高潮浸水想定区域等を表示したハザードマップの作成等支援を行うことにより、ソフト・ハード一体となった総合的な高潮対策を推進

C09-003 海岸 一般 岸和田市 直接 岸和田市 － － 避難行動支援事業 ハザードマップ作成等支援 岸和田市  ■           7 －

基幹事業(A09-011,A09-012)の施設整備と併せて高潮浸水想定区域等を表示したハザードマップの作成等支援を行うことにより、ソフト・ハード一体となった総合的な高潮対策を推進

C09-004 海岸 一般 貝塚市 直接 貝塚市 － － 避難行動支援事業 ハザードマップ作成等支援 貝塚市  ■           3 －

基幹事業(A09-011,A09-012)の施設整備と併せて高潮浸水想定区域等を表示したハザードマップの作成等支援を行うことにより、ソフト・ハード一体となった総合的な高潮対策を推進

 小計          26

合計          26

1 案件番号： 0000347974



交付金の執行状況

        （単位：百万円）

H30 H31 R02

配分額 (a)                     488                   2,293                   3,881

計画別流用増△減額 (b)                       8                     208                       0

交付額 (c=a+b)                     496                   2,501                   3,881

前年度からの繰越額 (d)                       0                     381                     863

支払済額 (e)                     115                   2,005                   1,953

翌年度繰越額 (f)                     381                     863                   2,788

うち未契約繰越額(g)                     288                       0                   1,044

不用額 (h = c+d-e-f)                       0                      14                       3

未契約繰越率+不用率 (i = (g+h)/(c+d))％                   58.06                    0.48                   22.06

未契約繰越率+不用率が10％を超えている場

合その理由

令和２年度補正、関係機関

との協議に不測の日数を要

したため

1 案件番号： 0000347974



事前評価チェックシート
 計画の名称： 南海トラフ地震・大型台風をはじめとした総合的な津波・高潮・老朽化対策の推進（第２期）（防災・安全）緊急対策

事　　前　　評　　価 チェック欄

I． 目標の妥当性
①基本方針・上位計画等との適合等　１）基本方針と適合している。 〇

I． 目標の妥当性
①基本方針・上位計画等との適合等　２）上位計画等と整合性が確保されている。 〇

I． 目標の妥当性
②目標と広域的特定活動及び拠点施設との関係　２）広域的特定活動により、目標達成の可能性が高い。 〇

I． 目標の妥当性
②目標と広域的特定活動及び拠点施設との関係　２）広域的特定活動の拠点としての拠点施設の位置づけが妥当でである。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　１）目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　２）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　３）指標・数値目標がわかりやすいものとなっている。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　４）拠点施設・拠点施設整備事業と基幹事業の一体性が確保されている。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　５）地域資源の活用はハードとソフトの連携等を図る計画である。 〇

II． 計画の効果・効率性
④事業の効果　１）十分な事業効果が確認されている。 〇

II． 計画の効果・効率性
④事業の効果　２）他の事業との連携等による相乗効果・波及効果が得られるものとなっている。 〇

III．計画の実現可能性
⑥円滑な事業執行の環境　１）民間事業者等の多様な主体との連携が図られている。 〇

III．計画の実現可能性
⑥円滑な事業執行の環境　１）事業実施のための環境整備が図られている。 〇

1  案件番号：0000347974



（参考図面）
参考図面

計画の名称 南海トラフ地震・大型台風をはじめとした総合的な津波・高潮・老朽化対策の推進（第２期）（防災・安全）緊急対策

計画の期間 平成30年度～平成34年度（5年間） 大阪府交付対象

1-A-3泉州地区地震・高潮対策
河川事業【耐震対策】

1-A-1大阪地区地震・高潮対策河川事業【津
波・高潮対策】

凡 例

社会資本総合整備計画

1-A-2西大阪地区地震・高潮対策河川事業
【津波・高潮対策】

凡 例

社会資本総合整備計画

A03-001 西大阪地区地震・高潮対策
河川事業（津波・高潮対策）

（安治川、尻無川、木津川、六軒家川、大川、正蓮寺川）

A03-002 大阪地区地震・高潮対策
河川事業（津波・高潮対策）
（神崎川、西島川、寝屋川）

A03-003 泉州地区地震・高潮対策
河川事業（津波・高潮対策）
（芦田川、王子川、佐野川）



（参考図面）社会資本総合整備計画

計画の名称 1 南海トラフ地震・大型台風をはじめとした総合的な津波・高潮・老朽化対策の推進（第2期）（防災・安全）緊急対策
計画の期間 平成30年度　～　令和04年度　（5年間） 大阪府、大阪市交付対象

河川：大阪市

Ｎ

A03-007 特定構造物改築事業（東横堀川水門）

A03-008 特定構造物改築事業（城北大川口水門）

A03-006 特定構造物改築事業（道頓堀川水門）

A03-005 特定構造物改築事業（住吉川水門）

A03-004 西大阪地区・地震高潮対策河川事業
（耐震対策）（道頓堀川）









（参考図面）社会資本整備総合交付金（水管理・国土保全局所管）箇所図（大阪府）

阪南市

岬町

和歌山県

◇深日港

◇淡輪港

◇尾崎港
関西国際空港

堺市

和泉市

泉大津市

忠岡町

岸和田市

貝塚市

泉佐野市

熊取町

田尻町

泉南市

淀川

大和川

○ 堺泉北港

大阪港

◇二色港

大阪市

堺泉北

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ

◇泉州港

○ 阪南港

◇泉佐野港

高石市

兵庫県

大阪府



計画の名称 南海トラフ地震・大型台風をはじめとした総合的な津波・高潮・老朽化対策の推進（第2期）（防災・安全）緊急対策

計画の期間 平成30年度～ 令和4年度（5年間） 大阪府、大阪市交付対象

A09-014 堤防補強
A09-015 破堤防止
A09-016 海岸保全基本計画の変更

(港区本土地区)

A09-015 破堤防止
A09-016 海岸保全基本計画の変更

(港区埠頭地区)

A09-015 破堤防止
A09-016 海岸保全基本計画の変更

(大正区鶴町地区)

A09-014 大阪港海岸高潮対策事業 （堤防補強）
A09-015 大阪港海岸津波・高潮危機管理対策緊急事業 （破堤防止）
A09-016 大阪港海岸津波・高潮危機管理対策緊急事業 （海岸保全基本計画の変更）

A09-014 堤防補強
A09-016 海岸保全基本計画の変更

(此花区本土地区)

A09-014

(堤防補強)

A09-015

(破堤防止)
区域名

　此花区本土地区

　港区本土地区

　港区埠頭地区

　大正区本土地区

　大正区鶴町地区

　大正区船町地区

凡　例

A09-016 海岸保全基本計画の変更

(此花区常吉地区)

A09-015 破堤防止
A09-016 
海岸保全基本計画の変更

(大正区本土地区)

A09-016 海岸保全基本計画の変更

(住之江区南港地区)

A09-016

（海岸保全基本計画の変更)
区域名

此花区常吉地区、此花区本土地

区、港区本土地区、港区埠頭地

区、大正区本土地区、大正区鶴町

地区、大正区船町地区、住之江区

平林地区、住之江区南港地区

凡　例

A09-016 海岸保全基本計画の変更

(住之江区平林地区)

A09-015 破堤防止
A09-016 海岸保全基本計画の変更

(大正区船町地区)



(別記様式第２号）

実施予定

ソフト ハード 期  間

堺市松屋三宝地区
擁壁補強 L=350m

200,000 H30

高石市高石南地区
擁壁補強 L=1,490m

190,000 H30～H31

泉大津市大津北地区
擁壁補強 L=630m

230,000 H30～H31

忠岡岸和田地区外
門扉・樋門等 非常電源対策等 N=4基

10,000 H30～H31

忠岡岸和田地区外
門扉・樋門等 遠隔監視化対策等 N=6基

186,000 R2～R4

小計 816,000

貝塚地区
擁壁補強 L=185m

50,000 H30～H31

忠岡岸和田地区外
門扉・樋門等 非常電源対策等 N=24基

200,000 H30～R4

忠岡地区外
門扉・樋門等 遠隔監視化対策等 N=15基

218,000 R2～R4

岸和田地区
水門電気設備改良工事 N=1基

36,000
R3

小計 504,000

緊急時に門扉等を確実に閉鎖するため

阪南港海岸外 既設堤防の破堤防止のため

水門の閉鎖時間を短縮するため

電動化済施設の電力供給停止時の電源等の確保の
ため

津波・高潮危機管理対策緊急事業 事業計画総括表

海岸名 実施内容等

総事業費（千円）

備     考

泉州海岸 既設堤防の破堤防止のため

既設堤防の破堤防止のため

高潮等発生時に住民の避難行動を促進するために、
市町が行うハザードマップ作成を支援するもの

電動化済施設の電力供給停止時の電源等の確保の
ため

緊急時に門扉等を確実に閉鎖するため

A09-010

A09-009



(別記様式第２号）

実施予定

ソフト ハード 期　　間

泉大津地区
擁壁補強　L=510m

80,000 H30～H31

大津南地区
擁壁補強 L=2,190m

100,000 H30～H31

堺港堺新港地区外
観測施設整備 N=3基

12,000 H30～H31

小計 192,000

海岸保全基本計画の変更 26,000 R3～R4

小計 26,000

海岸保全基本計画の変更 24,000 R3～R4

小計 24,000

ハザードマップ等作成支援 26,000 R4

小計 26,000

合計
76,000 1,512,000

堺泉北港海岸外 気候変動を踏まえた海岸保全施設の必要高さ等の
見直しのため

堺市、忠岡町、岸和田市、
貝塚市

高潮等発生時に住民の避難行動を促進するため
に、市町が行うハザードマップ作成を支援するもの

泉州海岸 気候変動を踏まえた海岸保全施設の必要高さ等の
見直しのため

海岸名 実施内容等

総事業費（千円）

備　　　　　考

堺泉北港海岸外 既設堤防の破堤防止のため

電力供給停止時の電源等の確保のため

既設堤防の破堤防止のため

A09-011

C09-001～００４

A09-012

A09-013



（別記様式第２号） 

津波･高潮危機管理対策緊急事業 事業計画総括表 

都道府県名 大阪府 海岸管理者名 大阪市 計画期間 平成 30年度～令和 4年度 

 

海岸名 施設名等 実施内容等 

総事業費 

（千円） 
実施予定 

期  間 
備     考 

ソフト ハード 

大阪港 

堤防破堤防止 
既設堤防の部材補強、液状化対策等 

L=1,700m 
 4,000,000  H30～R4  

 海岸保全基本 

計画の変更 

気候変動による海面水位の上昇 

を考慮した検討等 
  7,000   R4  

小 計  7,000  4,000,000    

合 計   7,000  4,000,000   ソフト費用/総事業費 ＝ 0.2％ 

備考）１ 事業を実施する海岸は、すべて記載すること。なお、本表に記載された海岸は別記様式第３号により海岸毎の事業計画書を作成すること。 

       ２ 施設名等には、実施する項目（例えば、護岸破堤防止、ハザードマップ作成支援等）を記載すること。なお、ハザードマップ作成支援は、津波･高潮の別を明記する事（津波ハザー

ドマップ作成支援）等）。 

     ３ 実施内容等欄には、整備内容を簡潔に記載すること。 ４ 総事業費欄には、海岸毎の小計も記載すること。 ５ 備考欄には、事業実施の必要性を記載すること。 

     ６ 合計の備考欄には、総事業費に占めるソフト費用（耐震調査等ハザードマップ作成支援経費）の割合を記載すること。 

     ７ 海岸毎の事業計画については、別記様式３に詳細に記載すること。  ８ 上段の括弧書きは変更前を示す。 

 

 

 















  
 

阪南港海岸外  津波・高潮危機管理対策緊急事業  事業計画書  

都道府県名  大阪府  所管名  港湾局  海岸管理者名  大阪府知事  

沿岸名  事業施行場所  海岸保全区域指定  財源負担割合（％）  

大阪湾 

岸 和 田 市 臨 海 町 地 内 外 (忠 岡 岸 和 田 地 区 外 )  

昭和44年4月14日告示 
国 
５０ 

都道府県 
５０ 

市町村 
 

その他 
 

海岸の概要 (南 海 ト ラ フ 地 震 防 災 対 策 推 進 地 域 )  被災歴 海岸背後地区の浸水被害防護に係る成果目標 

  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

室戸台風 

（S9） 
ジェーン台風 
（S25） 

第2室戸台風 
（S36） 

海岸延長※ 

（ｍ） 

防護人口 

（人） 

防護面積 

（ha） 

その他の成果目標 

17,247 30,279 201 

門 扉 、 樋 門 等 の 電 力 供 給 停 止 時 の 電

源 確 保 お よ び 水 門 の 閉 鎖 時 間 の 短 縮
に よ り 、 人 的 被 害 を 限 り な く ゼ ロ に
近 づ け る こ と を 目 指 す 。  

事業の概要  計画における位置付け   
電動化済施設の電力供給停止時の電源等の確保を行う。  
水門の閉鎖時間を短縮するため、扉体の自重降下化を行う。  

大阪府地域防災計画 

計
画
の
内
訳 

実施予定期間 平成 30 年度～令和 4 年度 計画総事業費 26,000 千円  

施設名等 整備内容 事業費（千円） 整備予定期間 整備の必要性  

門扉・樋門等  非常電源対策等 N=24 基  10,000 千円 平成 30 年度～令和 4 年度 
非常時に電力供給が遮断された際に円滑か

つ確実に門扉・樋門等の設備を稼働させるた

めに必要な事業である。 

 

岸和田水門  電気設備改良  N=1 基  36,000 千円 令和 3 年度 
高潮・津波来襲時に水門を速やかに閉鎖する

ために必要な事業である。 
 

合計  26,000 千円    

その他参考となる事項 府下沿岸市町と連携して防災訓練（参集、施設操作情報伝達等）を年２回（９月、１月）行っている。 

 ※印：海岸延長とは、当該事業により機能確保された海岸線延長とする。 

 236,000 千円  

 
200,000 千円  



 
 
 

 
 
 

 

218,000 千円  

 

 

遠隔監視化対策等 N=15 基  
 

 218,000 千円  









  
 

堺泉北港海岸外 津波・高潮危機管理対策緊急事業 事業計画書  

都道府県名  大阪府  所管名  港湾局  海岸管理者名  大阪府知事  

沿岸名  事業施行場所  海岸保全区域指定  財源負担割合（％）  

大阪湾 

堺 市 、 泉 大 津 市 、 忠 岡 町 、 岸 和 田 市 、 貝 塚

市 、 泉 佐 野 市 、 阪 南 市 、 岬 町   
国 

５０ 
都道府県 

５０ 
市町村 

 
その他 

 

海岸の概要 (南 海 ト ラ フ 地 震 防 災 対 策 推 進 地 域 )  被災歴 海岸背後地区の浸水被害防護に係る成果目標 

 平 成 3 0年 台 風 第 2 1号 や 令 和 元 年 台 風 第 15号 を 契 機 に 、

想 定 を 超 え る 高 波・高 潮・暴 風 が 来 襲 し た 場 合 で も 被 害
を 軽 減 さ せ る た め 、国 土 交 通 省 が 委 員 会 を 発 足 さ せ 検 討
を 行 っ た と こ ろ 、波 浪 に つ い て 、設 定 後 20年 以 上 経 過 し

て い る 港 湾 が 多 数 確 認 さ れ て い る こ と か ら 、最 新 の 波 浪
観 測 デ ー タ を 収 集 し ,主 要 な 海 岸 保 全 施 設 を 対 象 に 波 浪
や 高 潮 に 対 す る 必 要 高 さ を 照 査 す る こ と が 必 要 で あ る

こ と が 示 さ れ た 。そ れ を 基 に 国 土 交 通 省 は 海 岸 保 全 基 本
方 針 を 令 和 ２ 年 １ １ 月 に 変 更 し た 。         
 海 岸 法 第 ２ 条 の ３ に よ る と 、都 道 府 県 知 事 は 、国 の 海

岸 保 全 基 本 方 針 に 基 づ い て 海 岸 保 全 基 本 計 画 を 定 め な
け れ ば な ら な い 。よ っ て 、大 阪 府 に お い て も 、海 岸 保 全
基 本 計 画 を 変 更 す る 必 要 が あ る 。           

室戸台風 

（S9） 
ジェーン台風 

（S25） 

第2室戸台風 
（S36） 

海岸延長※ 

（ｍ） 

防護人口 

（人） 

防護面積 

（ha） 

その他の成果目標 

   

気 候 変 動 に 伴 い 波 浪 等 を 再 観 測 し 、

海 岸 保 全 施 設 の 必 要 高 さ 等 を 見 直 す
こ と 。  

事業の概要  計画における位置付け   
海岸保全基本計画変更  海 岸 法  

計
画
の
内
訳 

実施予定期間 令和 3 年度～令和 4 年度 計画総事業費 26,000 千円  

施設名等 整備内容 事業費（千円） 整備予定期間 整備の必要性  

大阪湾全域 海岸保全基本計画変更 26,000 千円 令和 3 年度～    

令和 4 年度 

気候変動を踏まえた、海 岸 保 全 施 設 の 必 要 高

さ の 見 直 し  

 

 合計  26,000 千円    

その他参考となる事項 府下沿岸市町と連携して防災訓練（参集、施設操作情報伝達等）を年２回（９月、１月）行っている。 

 ※印：海岸延長とは、当該事業により機能確保された海岸線延長とする。 
 

 



 

泉州海岸 津波・高潮危機管理対策緊急事業 事業計画書  

都道府県名  大阪府  所管名  水管理・国土保全局  海岸管理者名  大阪府知事  

沿岸名  事業施行場所  海岸保全区域指定  財源負担割合（％）  

大阪湾 

堺 市 、 高 石 市 、 泉 大 津 市 、 忠 岡 町 、 岸 和 田
市 、 貝 塚 市 、 泉 佐 野 市 、 田 尻 町 、 泉 南 市 、
阪 南 市 、 岬 町  

 
国 

５０ 

都道府県 

５０ 

市町村 

 

その他 

 

海岸の概要 (南 海 ト ラ フ 地 震 防 災 対 策 推 進 地 域 )  被災歴 海岸背後地区の浸水被害防護に係る成果目標 

 平 成 3 0年 台 風 第 2 1号 や 令 和 元 年 台 風 第 15号 を 契 機 に 、
想 定 を 超 え る 高 波・高 潮・暴 風 が 来 襲 し た 場 合 で も 被 害
を 軽 減 さ せ る た め 、国 土 交 通 省 が 委 員 会 を 発 足 さ せ 検 討

を 行 っ た と こ ろ 、波 浪 に つ い て 、設 定 後 20年 以 上 経 過 し
て い る 港 湾 が 多 数 確 認 さ れ て い る こ と か ら 、最 新 の 波 浪
観 測 デ ー タ を 収 集 し ,主 要 な 海 岸 保 全 施 設 を 対 象 に 波 浪

や 高 潮 に 対 す る 必 要 高 さ を 照 査 す る こ と が 必 要 で あ る
こ と が 示 さ れ た 。そ れ を 基 に 国 土 交 通 省 は 海 岸 保 全 基 本
方 針 を 令 和 ２ 年 １ １ 月 に 変 更 し た 。         

 海 岸 法 第 ２ 条 の ３ に よ る と 、都 道 府 県 知 事 は 、国 の 海
岸 保 全 基 本 方 針 に 基 づ い て 海 岸 保 全 基 本 計 画 を 定 め な
け れ ば な ら な い 。よ っ て 、大 阪 府 に お い て も 、海 岸 保 全

基 本 計 画 を 変 更 す る 必 要 が あ る 。           

室戸台風 
（S9） 

ジェーン台風 

（S25） 
第2室戸台風 

（S36） 

海岸延長※ 
（ｍ） 

防護人口 
（人） 

防護面積 
（ha） 

その他の成果目標 

   

気 候 変 動 に 伴 い 波 浪 等 を 再 観 測 し 、
海 岸 保 全 施 設 の 必 要 高 さ 等 を 見 直 す
こ と 。  

事業の概要  計画における位置付け   
海岸保全基本計画変更  海 岸 法  

計
画
の
内
訳 

実施予定期間 令和 3 年度～令和 4 年度 計画総事業費 24,000 千円  

施設名等 整備内容 事業費（千円） 整備予定期間 整備の必要性  

大阪湾全域 海岸保全基本計画変更 24,000 千円 令和 3 年度～    

令和 4 年度 

気候変動を踏まえた、海 岸 保 全 施 設 の 必 要 高

さ の 見 直 し  

 

 合計  24,000 千円    

その他参考となる事項 府下沿岸市町と連携して防災訓練（参集、施設操作情報伝達等）を年２回（９月、１月）行っている。 

 ※印：海岸延長とは、当該事業により機能確保された海岸線延長とする。 

 
 
 

 





（別記様式第３号） 

大阪港海岸 津波･高潮危機管理対策緊急事業 事業計画書 

都道府県名 大阪府 所 管 名 大阪港 海岸管理者名 大阪市 

沿岸名 事業施行場所 海岸保全区域指定 財源負担割合（％） 

大阪湾 大阪市 港区、大正区 昭和 41 年 3 月 31 日告示 
国 

50 

都道府県 

― 

市町村 

50 

その他 

― 

海岸の概要   被災歴 海岸背後地区の津波避難支援等に係る成果目標 

大阪市は過去、台風による高潮の被害を数多く蒙ってきた。そ

のため早くから堤防の整備をすすめているが、近年、施設の老朽

化が進展している。また、「大阪府防災会議 南海トラフ巨大地

震土木構造物耐震対策検討部会」において、海溝型地震の揺れに

よる地盤の液状化に伴い堤防が沈下することが示された。 

そのため、南海トラフ巨大地震による止水機能の低下が想定さ

れる堤防について、所定の機能を確保できるよう破堤防止対策を

実施する必要がある。 

 

昭和 19 年 12 月 

昭和東南海地震  

 

昭和 21 年 12 月 

昭和南海地震  

海岸 

延長 

(km) 

支援 

人口 

(人) 

防護 

面積 

(ha) 

その他の成果目標 

 

 

59.7 

 

 

557,000 

 

 

3,360 

ソフト対策とあわせハード対策を行うことで、南海トラフ巨

大地震津波による被害を低減する。 

事業の概要   計画における位置付け   

既設堤防への鋼矢板・鋼杭打設、コンクリート被覆、電気防食等による部材

補強とともに、堤防直下の地盤改良等による液状化対策を組み合わせた破堤防

止対策を講じていくことにより、津波又は高潮の堤内への侵入を防止し、人命

の優先的な防護を推進する。 

本市は「東南海･南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法(平成 15 年 7 月 25 日施行)」によって「東南

海･南海地震防災対策推進地域」の指定を受けている。また、大阪市地域防災計画〈震災対策編〉において、災害に強い

『都市施設づくり』として、海岸保全施設の耐震化とともに、地震発生時における基本機能の確保が明記されている。 

計
画
の
内
訳 

実施予定期間 平成 30 年度～令和 4 年度 計画総事業費 4,000,000 千円(うちソフト経費 0 千円) 

施 設 名 等 整備内容 事業費(千円) 整備予定期間 整備の必要性 

堤防破堤防止 
既設堤防の部材補強、液状化対策等 

  L= 1,700m 

4,000,000 
H30～R4 南海トラフ巨大地震津波対策のため 

合  計  4,000,000   

連携ソフト施策 ― 

※：海岸延長とは、当該事業により機能確保された海岸線延長とする。 

 

※ 



（別記様式第３号） 

大阪港海岸 津波･高潮危機管理対策緊急事業 事業計画書 

都道府県名 大阪府 所 管 名 大阪港 海岸管理者名 大阪市 

沿岸名 事業施行場所 海岸保全区域指定 財源負担割合（％） 

大阪湾 
大阪市 此花区、港区、大正

区、住之江区 
昭和 41 年 3 月 31 日告示 

国 

50 

都道府県 

― 

市町村 

50 

その他 

― 

海岸の概要   被災歴 海岸背後地区の津波避難支援等に係る成果目標 

大阪港においては、平成 14 年 8 月に海岸保全基本計画が策定

された。その後、平成 26 年 6 月の海岸法の一部改正や平成 27年

2 月の海岸保全基本方針の変更に伴い、海岸保全基本計画を変更

してきた。 

令和 2 年 7月の「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委

員会」からの提言を踏まえ、令和 2 年 11 月に海岸保全基本方針

の見直しが実施されたため、新たな海岸保全基本方針に基づき、

海岸保全基本計画を変更する必要がある。 

 

昭和 19 年 12 月 

昭和東南海地震  

 

昭和 21 年 12 月 

昭和南海地震  

海岸 

延長 

(km) 

支援 

人口 

(人) 

防護 

面積 

(ha) 

その他の成果目標 

 

 

59.7 

 

 

557,000 

 

 

3,360 － 

事業の概要   計画における位置付け   

海岸保全施設について、気候変動による海面水位の上昇を考慮して、堤前波

の算定、天端高の検証、耐波性能の照査、要対策箇所の抽出等の検討を実施し、

新たな海岸保全基本方針に基づいて海岸保全基本計画を変更する。 

海岸法第二条の三より、海岸保全基本方針に基づき、政令で定めるところにより、海岸保全区域等に係る海岸の保全に

関する基本計画（以下「海岸保全基本計画」という。）を定めなければならないとされている。また、海岸法第二条の三

の４より、海岸保全基本計画のうち、海岸保全施設の整備に関する事項で政令で定めるものについては、関係海岸管理者

が作成する案に基づいて定めるものとするとされている。 

計
画
の
内
訳 

実施予定期間 平成 30 年度～令和 4 年度 計画総事業費 7,000 千円(うちソフト経費 7,000 千円) 

施 設 名 等 整備内容 事業費(千円) 整備予定期間 整備の必要性 

 海岸保全基本計画 

の変更 

気候変動による海面水位の上昇を考慮 

した検討等 

7,000 
R4 

新たな海岸保全基本方針に基づき、海岸保全基本計画の変更 

が必要であるため 

合  計  7,000   

連携ソフト施策 ― 

※：海岸延長とは、当該事業により機能確保された海岸線延長とする。 

※ 


